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grammar-translation（1960 年代）から audio-lingual（1970 年代）、学習者の関心を重
視したアクティビティ・ベース・アプローチ（1980 年代～1990 年代）、言語運用力向上を
管理する学習成果（アウトカム）アプローチ（1990 年代）、そして言語と文化を統合し学




















































































































































































さないとするが、オーストラリア独自の、ILTLP（The Intercultural Language Teaching 
and Learning in Practice）プログラムの導入にも関わらず、近年は、多文化主義・一言語
主義の傾向を強め、言説（Master Narrative）への揺り戻しが起き、90 年代や 200 年代
初頭とは異なった「LOTE 教育」への再考察が始まっている。具体的には、労働党政権誕
生による LOTE 教育回帰への幻想、移民に対する英語力を問う市民権テストの導入、公用
語である英語コミュニケーションの問題をはじめ、アジア地域での英語志向の高まり、少
数派のエスニック集団による社会参加に対する意識の変容など、10 年ごとの期間の分析で
は捉えきれない変化・変容を念頭においた研究デザインが望まれる。 
７章において、「海外の子どもに日本語を教える意味と実践のあり方」としており、依然、
筆者の視点や基軸が、日本側の検証という視点や捉え方になっているが、むしろ、筆者が
クィーンズランド州で得た知見から、オーストラリア国内の LOTE 教育の課題を、オース
トラリア独自の言語教育政策として捉え、その国に対して建設的な提言を図る軸足のほう
が、より独創的な展開が図れるのではないだろうか。 
論文の構成としては、全般的に各段落がやや長く、また、目次の章立てや節立てが細分
化されすぎていて、各節が断片的な記述に終始している観がある。論旨の流れに工夫が必
要かと思われる。今後の記述力に期待したい。 
また、今後の課題として考察すべき点も残されている。 
そのひとつは、こうした実証的な研究を踏まえ、申請者自身がどのような教育実践を展
開していくかだろう。「提言」に見える「日本語教師自身にとっての実践と学び」の場とは
何か、それは具体的にどのように設計･実施されるのかという問題こそが日本語教育学の本
来的な問題であるからだ。それは単に一つ一つの教室設計のレベルにとどまることなく、
言語教育政策としての日本語教育そのものを言語教育全体の中でどのように位置づけてい
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くのかという問題と直結している。日本語教師一人ひとりがその問題にどのように関わる
のかという課題が申請者自らの教育実践として提示されることを期待する。 
もうひとつは、内省的な教師を生む場とプロセスがどのような具体的な仕組みがあれば
起こるのか、または「研修」という枠を超えて、教育実践の環境自体にこうした省察を促
せるような仕組みを構成するには、どのようなことが考えられるか、また、そのことに自
分がどのように関わっていくのかについても検討が期待される。 
 以上、さらに考察されるべき今後の課題があるとしても、本論文は、優れた学術研究と
して高く評価することができ、本論文を以って博士学位請求論文に値するものとする。 
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